



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ておいて,輸入農産物が氾濫する環境 の も とで
ち,よく低価格水準に耐えて,｢自立経営｣を維
持する農業経営を育成することを意味する｡一言
にして云えは,農産物輸入に順応した農業構造の
実現である｡総合農政の真骨頂はまさにここにあ
ると云わなければならない｡
ところで,次の点に留意する必要があ る｡｢輸
入農産物と競争力を持つコスト水準｣である｡こ
れは一見して現実的であるようにみえて,非現実
的であると思う｡海外農産物との競争力は,その
競争の場が自国内市場であると,第三国の市場で
あるとにかかわらず,単純にコストや労働生産性
の競争ではない｡それぞれの国の農産物のコスト
や労働生産性は直接的に競争の関係にあるのでは
なく,当事国が異なった内国通貨制度をもつ限り
は,外国為替レートを以て隔絶されているので,
この媒介によってはじめて競争関係に入り込む｡
また,各国は多かれ少なかれ関税,非関税の障壁
を保持しているのであるから,この障壁を無祝し
て,直接的な競争を論ずることはできない｡この
場合とくに留意すべきことは,外国為替レートの
設定は当事両国の農産物のコストを基準にするも
のでなく,その国民経済の戦略的位置を占める工
業部門のコス トを反映して設定されるものであ
る｡
農業問題研究委員会報告書は理論的には数々の
問題をふくむ見解ではあ るが,｢経済の国際化｣
の新局面において,｢総合農政｣が育成をはか ろ
うとする ｢近代的農業｣が,それ自体としての発
展の前途を有するものでなくても,農業経営は農
産物輸入に順応すること,云い換えると農産物輸
入がっくり出す経済的条件に順応できる農業経営
だけが存続を許されることを明らかに主張した功
績を有する｡しかし,この功績は ｢総合農政｣の
政策としての本質を解明した限りでのことであっ
て,その後の事態を正確に予測したものではなか
った｡1970年代の10年の経過が立証したように,
日本農業は ｢近代的農業｣には発展しなかった｡
また ｢輸入農産物と競争力を持つコスト水準｣-
の到達を目ざしたものでもなかった｡
(補遺)
｢総合農政｣については.この政策が捉起された1969
年～1970年の時期に,この政策と｢基本的方向｣を同
じくする,次の5件の立法措置がとられた｡1970年に
zm定をみた｢農地法｣改正は,農地の流動化を促進す
るための措置であった.1970年5月に制定をみた ｢農
協法｣改正も,農地流動化について農協に積極的役割
を課した措置であった｡1968年5月制定の｢新都市計
画法｣は,都市計画区域の農地の県外転用を促進する
措置であった｡1970年5月/Jirl定の ｢農業者年金法｣
は,高年齢の農業従事者の離農を促進して,農業の就
業構造の｢改善｣をはかる措置であった｡
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